
多摩市工事請負競争入札参加者心得〔電子入札用〕 

 

（趣旨） 

第１条 この心得は、工事請負契約の契約締結について、市が東京電子自治体共同運営電子調達サービ

ス（以下「電子調達サービス」という。）を用いて行う一般競争入札（以下「競争入札」という。）に

参加する者が遵守しなければならない事項等を定めるものとする。 

（参加資格等の取消し） 

第２条 競争入札に参加する資格を有すると確認された者（以下「参加者」という。）は、次の各号のい

ずれかに該当する場合は、直ちに届け出なければならない。 

⑴ 契約を締結する能力を有しなくなったとき。 

⑵ 破産の宣告を受けたとき。 

２ 前項各号のいずれかに該当した者に対して行った競争入札参加資格の確認は、市において特別の理

由がある場合のほか、これを取り消す。 

（不正行為等による取消し） 

第３条 参加者が、次の各号のいずれかに該当する者となり、又はこれに該当する者を代理人、支配人、

その他の使用人若しくは入札代理人として使用した場合は、当該資格確認は、これを取り消す。 

⑴ 契約の履行に当たり、故意に工事に関して不正の行為をした者 

⑵ 競争入札において、その公正な執行を妨げた者又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利

益を得るための連合した者 

⑶ 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

⑷ 地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の2第1項の規定による監督又は検査の実施に当たり職

員の職務の執行を妨げた者 

⑸ 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

⑹ 前各号のいずれかに該当する事実があった後３年を経過しない者を、契約の履行に当たり代理人、

支配人その他使用人として使用した者 

（履行不可能による取消し） 

第４条 参加者について、経営、資産、信用の状況の変動により、契約の履行がなされない恐れがある

と認められる事態が発生したときはその当該資格確認を取り消すことができる。 

（資料等の不受理による取消し） 

第５条 参加者が正当な理由なく郵送による設計図書等の配付を受けない場合は、その参加資格を取り

消し、失格とすることができる。 

（入札保証金） 

第６条 競争入札に参加する資格を有すると確認された者は、契約しようとする見積金額の１００分の

３以上の入札保証金を納付しなければならない。ただし、次の各号の一に該当する場合は、その全部

の納付を要しない。 

 ⑴ 入札者が、保険会社との間に市を被保険者とする入札保証保険契約を締結したとき。 

⑵ 競争入札において、入札保証金の必要がないと認めたとき。 

（基本的事項） 

第７条 参加者は、市から提示された図面、仕様書、内訳書等、その他契約締結に必要な条件を検討の

うえ、入札をしなければならない。 

２ 図面、仕様書、内訳書等に誤記または脱落があった場合において、当該誤記又は脱落が提示された

書面等の相互の関係により明白であるときは、落札者は、その誤記又は脱落を理由として契約の締結

を拒み、又は契約金額の増額を請求することができない。 

３ 第１項の入札は、総価をもって行わなければならない。 

４ 設計図書等の配付書類についての疑義の質疑応答は、指定した日までとする。 

（入札等） 

第８条 参加者は、電子調達サービスにおける入札書に必要な事項を入力し、記名若しくは押印に相当

する電子的記録による認証を付し、公告において示した入札締切日時までに提出しなければならない。



この場合において入札保証金の納付を必要とするものについては、入札保証金納付証明書を担当する

市契約担当者に直接持参するか郵便等で送付しなければならない。入札保証金の納付に代えて担保を

提出した場合において、当該担保が有価証券である場合についても同様とする。 

（入札等の辞退） 

第９条 参加者は、入札書を提出するまで、いつでも入札を辞退することができる。 

２ 参加者が入札を辞退するときは、辞退届を提出するものとする。 

３ 入札を辞退した者は、これを理由として以後の入札参加資格について、不利益な取扱いを受けるも

のではない。 

（公正な入札の確保） 

第１０条 参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以

下「独占禁止法」という。）等に抵触する行為を行ってはならない。 

２ 参加者は、入札等に当たっては、競争を制限する目的で他の参加者と価格等について、いかなる相

談も行わず、独自に価格を定めなければならない。 

３ 参加者は、落札者の決定前に、他の参加者に対して価格を意図的に開示してはならない。 

４ 参加者は入札等の前に他の参加者をさぐる行為をしてはならない。 

（入札書の書換等の禁止） 

第１１条 入札者は、提出した入札書の書換え、引換え又は撤回をすることができない。 

（入札の延期、中止） 

第１２条 市長は、次の各号のいずれかに掲げる事由に該当するときは、入札を延期し、若しくは中止

することができる。 

 ⑴ 天災 

⑵ 広域的又は地域的停電 

⑶ 電子調達サービスにおけるシステム障害 

⑷ 公告で示した入札が成立するために必要な参加者数に満たないとき。  

⑸ 前各号に掲げるもののほか、やむを得ない事由があると認められる場合 

２ 前項各号に掲げる事由により、電子入札を中断又は中止したときは、紙による入札に切り替えるこ

とがある。 

３ 参加者が第１０条に抵触したおそれがあるときなど、公正な入札の執行ができないと認めるとき

は、、入札の執行を延期又は中止することができる。 

（開札） 

第１３条 開札は、あらかじめ指定した日時及び場所において、当該入札事務に関係のない市職員の立

会いのもとに行う。 

（入札の無効） 

第１４条 次の各号のいずれかに該当する入札は、これを無効とし、参加者を失格とする。 

⑴ 入札等に参加する資格がない者のした入札 

⑵ 所定の日時まで所定の入札保証金を納付しない者のした入札 

⑶ 入札書が提出締切日時までに電子調達サービスのサーバーに到達しないもの 

⑷ 入札書の記載事項が不明なもの又は入札書に記名若しくは押印に相当する電磁的記録がされて

いないもの 

⑸ 電子調達サービスの画面上に示された文字種、文字数、記入例その他の指定に従わない入札書 

⑹ 電子調達サービスにおいて、入力が必要な項目に入力せず、又は不要な項目を入力した入札 

⑺ 電子調達サービスの不正利用及び電子証明書の不正使用により行った入札 

⑻ 予定価格を事前に公表している場合において、予定価格を超える金額での入札 

⑼ 再度入札にあたって、初度入札における最低価格以上の価格での入札 

⑽ 案件ごとに、公告等において無効と定めた事項に該当する入札 

⑾ 同一の入札書等に２件以上の入札等の事項を連記したもの 

⑿ 前各号のほか、特に指定した事項に違反したもの 

（落札者） 

第１５条 予定価格の制限の範囲内で最低の価格で入札をした者を落札者とする。ただし、次条及び第



１７条の定めるところにより、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行った者のうち、最低

の価格をもって入札を行った者以外の者を落札者とすることができる。 

（低入札価格調査制度） 

第１６条 予定価格の制限の範囲内で最低の価格で入札した者の当該入札に係る価格が、あらかじめ設

けた低入札価格調査基準価格を下回り、その者により、当該契約の内容に適合した履行がされない恐

れがあると認めるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなる恐れ

があって、若しくは不適当であると認めるときは、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内

の価格をもって入札を行った他の者のうち、最低の価格をもって入札を行った者を落札者とすること

ができる。 

（最低制限価格の設定） 

第１７条 当該契約の内容に適合した履行を確保するため、あらかじめ最低制限価格を設けたときは、

予定価格の制限の範囲内で、最低制限価格以上の価格において最低の価格をもって入札を行った者を

落札者とする。この場合において最低制限価格を下回った入札は無効とし、当該参加者を失格とする。 

（再度入札等） 

第１８条 開札をした場合において、予定価格の制限の範囲内の価格の入札がないときは、直ちに再度

の入札を行う。 

２ 前項の再度入札等の回数は、原則として２回以内とする。 

３ 再度入札に参加することができる者は、初度入札に参加した者のうち、当該入札が第１４条の規定

により失格とされなかった者に限る。 

４ 前３項の規定にかかわらず、予定価格を事前公表した場合の入札の回数は１回とし、１回で落札し

ない場合は不調とする。 

（くじによる落札者の決定） 

第１９条 落札となるべき同価格の入札をした者が２人以上あるときは、当該入札者が入札書作成時に

入力した「くじ番号」によるくじで落札者を決定する。 

（入札結果の通知） 

第２０条 開札した場合において、落札者があるときは、その者の氏名（法人の場合は、その名称）及

び金額を、落札者がいないときは、その旨を電子調達サービスで入札者に知らせる。この場合におい

て、落札者となった者には電子調達サービスで落札者となった旨を通知する。 

（入札結果の公表） 

第２１条 電子調達サービスによる入札見積経過調書、又は入札経過調書により、件名、入札者氏名、

入札金額、落札者等を公表する。 

（契約書等の作成提出・契約の確定） 

第２２条 落札者は、落札者となった旨の通知を受けた日の翌日中に契約書を作成し、記名押印のうえ、

市契約担当者に提出しなければならない。ただし、市契約担当者の承認を得た場合は、この期間を変

更することができる。 

２ 契約は、市長（市長に委任された職員を含む。）が落札者とともに契約書に記名押印したときに確定

する。 

３ 前項の契約が確定したのちに落札者は契約書に設計図書及び内訳書又は数量表等（省略する場合も

ある。）を添付し、速やかに市契約担当者に提出しなければならない。 

（契約保証金） 

第２３条 落札者は、契約金額（単価による契約にあっては、契約金額に予定数量を乗じて得た額とす

る。）の１００分の１０以上の契約保証金を、契約書の提出前に納付しなければならない。 

２ 前項の場合において、次の各号に定めるものについては、その全部又は一部の納付を要しないこと

ができる。 

⑴ 落札者が保険会社との間に市を被保険者とする履行保証保険契約を締結したとき。 

⑵ その他市契約担当者の指示により、その全部又は一部の納付を要しないものとされたとき。 

（契約保証金の納付に代わる担保） 

第２４条 前条の規定による契約保証金の納付は、次の表の左欄に掲げる担保の提供をもってこれに代

えることができる。この場合において、当該担保の価値は、担保の種類ごとにそれぞれ同表の右欄に



定めるところによる。 

担 保 の 種 類 担 保 の 価 値 

国     債 

地  方  債 

政府ニ納ムベキ保証金其ノ他ノ担保ニ充用スル国債ノ価格ニ関スル件

（明治41年勅令第287号）の例による金額 

政府の保証のある債券 

銀行、農林中央金庫、

商工組合中央金庫又は

全国を地区とする信用

金庫連合会の発行する

債券（以下「金融債」

という。） 

額面金額又は登録金額（発行価額が額面金額又は登録金額と異なるとき

は発行価額）の８割に相当する金額 

銀行が振出し又は支払

保証をした小切手 

小切手金額 

銀行が引受け又は保証

若しくは裏書きをした

手形 

手形金額（その手形の満期の月が当該手形を提供した日の１月後である

ときは、提供した日の翌日から満期の日までの期間に応じ、当該手形金

額を一般の金融市場における手形の割引率によって割り引いた金額） 

銀行に対する定期預金

債権 

当該債権証書に記載された債権金額 

銀行の支払保証 その保証する金額 

公共工事の前払金保証

事業に関する法律（昭

和２７年法律第１８４

号）第２条第４項に規

定する保証事業会社の

保証 

その保証する金額 

上記に掲げるもののほ

か市長が確実と認める

もの 

市長が適正と認めた金額 

 

２ 落札者は、国債、地方債及び金融債を契約保証金に代わる担保として提供する場合において、当該

担保が記名証券であるときは、売却承諾書及び白紙委任状を添付しなければならない。 

３ 落札者は、定期預金債権を契約保証金に代えて提供する場合は、当該債権に質権を設定し、当該債

権にかかる債務者である銀行の承諾を証する確定日付のある書面を添付しなければならない。 

（履行保証保険証券の提出） 

第２５条 落札者は、市を被保険者とする履行保証保険契約を締結して契約保証金の全部又は一部を納

付しないこととする場合においては、当該履行保証保険契約に係る保険証券を提出しなければならな

い。 

（契約保証金等の納付方法） 

第２６条 契約保証金は、市の発行する納入通知書により、契約書提出前に、当該納入通知書に記載さ

れた場所において納付しなければならない。 

２ 契約保証金の納付があったときは領収書を当該納入者に交付する。 

３ 前２項の規定は、契約保証金の納付に代えて有価証券等を担保して提出する場合について準用する。 

（契約保証金等の返還） 

第２７条 契約保証金（契約保証金の納付に代えて担保が提供される場合においては、当該担保）は、

当該入札における契約が確定した落札者（以下「請負者」という。）に対して検査合格後これを返還す

る。 

２ 契約保証金の返還等は、請負者からの請求に基づき行う。 



（契約保証金に対する利息） 

第２８条 契約保証金を納付した者は、契約保証金を納付した日からその返還を受ける日までの期間に

対する利息の支払を請求することができない。 

（利札の還付） 

第２９条 利札付債権を契約保証金の納付に代えて担保として提供した者は、当該担保の提供後におい

て利払い期日が到来した利札の還付を請求することができる。 

（談合その他不正行為による解除） 

第３０条 市は契約者が当該契約に関して、次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除するこ

とができる。 
⑴ 公正取引委員会が、契約者に違反行為があったとして独占禁止法第４９条第１項に規定する排除

措置命令（排除措置命令がさらなかった場合においては、同法第５０条第１項に規定する納付命令）

又は同法第６６条第４項の規定による審決が確定したとき（同法第７７条の規定により、この審決

の取消しの訴えが提起されたときを除く。）。 
⑵ 契約者が、公正取引委員会が契約者に違反行為があったとして行った審決に対し、独占禁止法第

７７条の規定により審決取消しの訴えを提起し、その訴えについて請求棄却又は訴え却下の判決が

確定したとき。 
⑶ 契約者（契約者が法人の場合にあっては、その役員又はその使用人）が刑法（明治４０年法律第

４５号）第９６条の３又は同法第１９８条の規定による刑が確定したとき。 
（賠償の予定） 

第３１条 契約者は、前条各号のいずれかに該当するときは、市が契約を解除するか否かを問わず、賠

償金として契約金額の１０分の１に相当する額を支払わなければならない。ただし、前条第１号から

第３号までのうち、審決の対象となる行為が、独占禁止法第２条第９項に基づく不公正な取引方法（昭

和５７年６月１８日公正取引委員会告示第１５号）第６項で規定する不当廉売の場合、その他市が損

害を生じていないと認める場合を除く。 
２ 前項の規定は、市に生じた実際の損害額が前項に規定する賠償金の額を超える場合において、市がそ

の超過分を請求することを妨げるものではない。 
３ 前２項の規定は、その請負契約に係る工事等が完了した後においても適用するものとする。 
（議会の議決に付すべき契約） 

第３２条 工事又は製造の請負で予定価格が１億５千万円以上のものについては、議会の議決に付すべ

き契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年多摩市条例第９号）の定めるところにより、

多摩市議会の議決を経たうえ、契約を確定させる。 

（前払金の対象） 

第３３条 入札等の条件として、工事又は委託が前払金対象予定である旨を明示したものについて行う。 

（前払金の率等） 

第３４条 前払金の率は、１件の契約金額が１千万円以上の土木工事・建築工事及び設備工事は契約金

額の１０分の４以内とし、９千万円を限度に支払うものとする。また１０万円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り捨てるものとする。 

２ 市長が予算執行上の都合その他やむを得ない理由があると認めたとき、又は前払金の必要がないと

認めたときは、前払金の全部又は一部を支払わないことができるものとする。 

（２年度以上にわたる工事等の前払金） 

第３５条 ２年度以上にわたる工事の前払金は、契約金額に前条第１項の割合を乗じて得た額に相当す

る額を支払うものとする。この場合において、既に支払った前払金の額が年度末における当該工事の

既済部分に対応する額を超えるとき、当該超過額は、支払済額とする。 

２ 前項後段の規定は、事故繰越、その他の事情により次年度に繰り越される工事に係る前払金につい

ても適用する。 

（その他） 

第３６条 この心得に明記されていない事項及び解釈等について疑義が生じた場合は、市契約担当者の

指示によるものとする。 


